
 

平成２３年度   事  業  計  画 

 

 項         目 

基
本
方
針 

１．国民の信頼に応える土地家屋調査士制度の使命遂行 

２．土地家屋調査士の社会的地位の更なる向上 

３．制度の変革に伴う早期対応  

総 
 
 
 

務 

１．会員の品位保持に関する指導及び連絡 

２．会務運営・事務合理化の推進 

３．会館の維持・管理及び証紙制度の運営 

４．「境界紛争解決センター」の運営及び関連法規への対応 

５．国民年金基金の加入促進 

財 
 

務 

１．会費等の徴収 

２．中・長期財政計画の検討 

３．資産管理及び運用 

４．土地家屋調査士業務に関する統計処理 

５．諸用紙・図書等のあっせん・頒布  

研 
 

修 

１．会館等を利用した研修体制の充実 

２．土地家屋調査士専門職能継続学習制度への対応 

３．データセンター構築の推進 

４．業務に関する法規等の調査・研究 

５．業務に関する相談体制の整備・充実 

事 
 
 
 

業 

１．土地家屋調査士制度広報活動の推進 

２．地図作成・地籍調査等の地図整備事業への対応 

３．筆界特定制度及び境界鑑定業務体制への対応 

４．非土地家屋調査士等排除への対応及び対策 

５．会報の編集・発行及びホームページの充実 

６．公共嘱託登記土地家屋調査士協会への対応  

 


